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11/13 第 ３回成長戦略会議 議事録 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

（開催要領 ） 

1．開催日時：2020 年 11月 13日（金）16:45～17:45 

2．場 所：官邸２階大ホール 

3．出席者： 

加藤 勝信 内閣官房長官 

西村 康稔 経済再生担当 兼 全世代型社会保障改革担当 
兼 内閣府特命担当大臣（経済財政政策） 

梶山 弘志 経済産業大臣 

田村 憲久 厚生労働大臣 

金丸 恭文 フューチャー株式会社代表取締役会長兼社長 グループ 
CEO 

國部 毅 株式会社三井住友フィナンシャルグループ 取締役会長 

櫻田 謙悟 SOMPOホールディングス株式会社  
グループCEO代表取締役社長 社長執行役員 

竹中 平蔵 慶應義塾大学名誉教授 

デービッド・アトキンソン 株式会社小西美術工藝社代表取締役社長 

南場 智子 株式会社ディー・エヌ・エー代表取締役会長 

三浦 瑠麗 株式会社山猫総合研究所代表 

三村 明夫 日本商工会議所会頭 

 

（議事次第）  

１．開会 

２．議事 

  ウィズコロナ、ポストコロナの世界に向けた事業再構築、労働移動の円滑化、サ

プライチェーン、新しい働き方の課題 

３．閉会 

 

（配布資料） 

資料１  論点メモ 
資料２  基礎資料 
資料３  櫻田氏提出資料 
資料４  アトキンソン氏提出資料 
資料５  三村氏提出資料 
資料６  厚生労働大臣提出資料 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

 

○西村経済再生担当大臣  

それでは、ただいまから第３回「成長戦略会議」を開催いたします。 

 距離は取ってありますので、マスクは適宜外していただければと思います。 

 本日の議題は「ウィズコロナ、ポストコロナの世界に向けた事業再構築、労働移動の円滑化、
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サプライチェーン、新しい働き方の課題」です。 

 本日は、田村厚労大臣にも御出席いただく予定ですけれども、委員会中のため、遅れて出席

となります。 

 本日の議題に関しまして、御参考までに、論点と基礎資料を資料１、資料２として配付いた

しておりますが、事前にあらかじめお送りしておりますので、説明は省略して、早速議論に入

りたいと思います。 

 それでは、有識者の皆さんから御発言いただきます。今日も向かって右側、南場さんからお

願いいたします。 

 

○南場氏  

日本経済を活性化させる攻めのポイントとして、人材の流動性を徹底的に高めることが重要

であるということをかねてから発言しておりますが、コロナ禍でリモートワークが格段に進ん

で、企業と従業員の関係性が流動的になっている今は、ある意味チャンスではないかと思って

います。ここを改善すれば劇的に流動化が進むという点があるわけではなく、１つずつの積み

重ねが重要で、政府、企業を含めた社会全体で課題解決に当たるべきであると思います。特に

重要と思われるポイントについて、幾つか申し上げます。 

 まず一点目が兼業・副業なのですが、この解禁は地味ですけれども、人材の流動性を高める

ための第一歩として、現実的で非常に有効なアプローチです。いきなり転職ではなく、副業か

ら入って転職に結びつくケースが多い。採用する側、転職する側、双方にとって無理がない。 

 副業・兼業の促進に関するガイドラインが改定され、最大のネックであった企業側の労務管

理、労働時間管理上の負担を軽減したことは非常に大きな成果でありましたが、制度をつくっ

ただけではなかなか広がらないという現実があります。現状では、従業員に対して副業を認め

ているのはIT系や中小スタートアップ、もともと流動性が高いところが多く、大企業がまだ少

ないという状況です。特に伝統的な大企業が従業員に対して副業・兼業を奨励するように、政

府から産業界に強く要請するべきではないかと考えます。 

 一方で、副業・兼業については採用する側が圧倒的に不足しています。希望者に対し、求人

が10分の１ぐらいという肌感を聞いています。副業者を活用しているのはIT系と地方の中小企

業が多くて、副業を定着させるためには大企業に採用側としても動いてほしいと感じます。 

 大企業が活用しない理由は、PCは自分のものを使わせるのですかとか、情報の閲覧権限はど

こまで認めるのですかとか、副業を採用すると自社社員も認めないといけないのですかとか、

そういったことが多いようです。踏み込めない理由を企業にヒアリングして、丁寧にボトルネ

ックを取り除いていくことが重要で、副業を従業員に解禁してくださいということだけではな

く、活用も産業界に要請するべきであると思います。 

 それから、副業・兼業のマッチングプラットフォームを展開しているのもやはりスタートア

ップ企業なのですが、副業・兼業の促進のためにこういったプラットフォームを運営する企業

の支援も必要で、そのためにはまず官庁が積極的にこういったプラットフォームを活用して、

副業人材を受け入れてはいかがでしょうか。実際に神戸市役所が副業者を活用しているという

ことはよく知られています。 

 二点目なのですけれども、副業・兼業やフリーランスといった新しい働き方が広まる中で、

税の控除や社会保障料の負担については必ずしも平等とは言えないため、働き方に中立的な制
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度へと見直していくことが必要だと思います。まだ退職金は１か所に長く勤めたほうが、累進

的に金額が増加し、さらに退職所得に関する控除も有利になっていきます。結果として、同じ

企業に長居するという強力なインセンティブになっていますので、退職金控除の制度などを見

直すべきと思います。 

 このように、税や社会保障の制度など全体のシステム改革をしていくという視点で総点検を

するべきだと思います。 

 

○西村経済再生担当大臣  

続いて、國部さん、お願いします。 

 

○國部氏  

ありがとうございます。 

 今日のテーマは、産業政策と、それと表裏の関係にある労働政策の問題と理解をしておりま

して、その観点でコメントをさせていただきます。 

 まず産業政策ですが、前回申し上げたとおり、コロナ禍でデジタル化の遅れや環境対応の遅

れといった課題があらわになったわけであります。こうした課題を解決するために、企業はデ

ジタル分野への投資や革新的な技術に関するイノベーション、さらにはポストコロナの世界を

見据えて事業の再構築などに取り組んでいるわけです。 

 こうした取組が、我が国全体として競争力、生産性の向上につながるものでありますので、

政府には、税制優遇や補助金による支援を案件によっては複数年にわたってお願いしたいと思

います。 

 さらには規制緩和であります。成長に向けた投資や事業の再構築を阻害する規制を徹底的に

見直し、民間の挑戦を後押しする環境を整備すべきだと思います。一例を挙げれば、各種検査

に当たって目視を義務づける規制など、遠隔モニタリングシステムやドローン等のデジタル技

術の活用による大幅な生産性向上を妨げる規制が存在するわけでございます。これは規制改革

推進会議の守備範囲になるということかもしれませんけれども、このような民間活力の発揮を

阻害する規制を徹底的に洗い出していただいて、改革を急ぐべきだと思います。 

 労働政策に関しましては、生産年齢人口の減少が続いていく中、限りある労働力を最大限活

用するという観点から、時間や空間の制約を受けない、多様で柔軟な働き方に移行していくこ

とが重要であると思います。コロナ禍でテレワークとオフィスワーク、ジョブ型雇用とメンバ

ーシップ型雇用をそれぞれハイブリッドさせたベストミックスを探る動きが加速しており、エ

ンゲージメントの向上と新たな付加価値の創造につながることが期待されます。政府には、こ

うした動きを後押しする制度、インフラの整備をお願いしたいと思います。 

 具体的に申し上げますと、時間による労務管理が現実的でない業務、働き方が増えている実

情を踏まえまして、労働時間法制の見直し、中でも裁量労働制の対象拡大を急ぐべきだと私は

思います。仕事量のコントロールと従業員の健康管理を適切に行うことを前提に、最低限、企

画業務型の類型として課題解決型の提案業務やPDCA型の業務についても対象に加えるべきと考

えます。これは官房長官が非常に取り組んでこられたことであります。 

 また、テレワークにつきましても、中小企業で相対的に導入が遅れています。したがいまし

て、中小企業による導入を補助金等で支援することも検討してはどうかと思います。 
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 加えて、産業の構造転換を容易にする労働移動の促進も重要であります。デジタル革新によ

って衰退する業種、職種から新たに生み出される業種、職種への円滑な労働移動を可能とする

学び直しを促す制度の拡充が必須であります。 

 なお、コロナ禍の終息が見通せない中、引き続き失業予防対策も重要であります。社会不安

の増幅を回避し、国民生活を守る観点から、雇用調整助成金については本則への段階的な移行

を見据えつつも、特例措置の延長をお願いしたいと思います。 

 また、コロナ禍という異常事態への対応で枯渇しつつある雇用調整助成金の財源につきまし

ては、一般財源の投入による復元も検討が必要と考えております。 

 以上であります。 

 

○西村経済再生担当大臣  

それでは、櫻田さん、お願いします。 

 

○櫻田氏  

ありがとうございます。 

 基礎資料を拝見しまして、経営者の一人として、改めて反省すべき点が多いと感じました。 

 私のほうから配っている資料が１枚、裏表でありますけれども、１枚目の絵は御覧になった

ことが多いかと思います。デジタルボルテックス、デジタルの渦という図でありまして、この

台風の目に近いほうが先にディスラプト、破壊されて、新しい変革を求められるということな

のですが、ここでのポイントは、渦の遠いほうと近いほうを見ると、遠いところはリアルとか

フィジカルとか人間しかできない役割が多いものが渦の外側にいます。逆は逆です。そして、

右下を見て分かりますように、これは2015年なのです。既に今から５年前にこの危機を世界中

で叫ばれていたということを１つ頭に入れなければいけないということ。 

 そして、今回配られた基礎資料の６ページを見ていただきますと、御覧のとおりでありまし

て、すなわち一言で言うと、大企業、中小企業を含めて、転換の意向がないというのが９割と

か８割あるという点について、私は経営者の一人として大変強い危機感を持っています。ここ

から言えることは、コロナによって先送りしてきたことが改めて明らかになり、今度こそ手を

つけないともうおしまいという危機感を経営者は持つべきだし、ぜひその背中をしっかりと政

府に押していただきたい。 

 具体的な提案は、お配りした資料の裏面にあります。事業再構築について言えば、実は国税

庁の調査を見てみると、2018年度なのですけれども、コロナの全く関係ない発生前の段階で既

に赤字の企業は数において62％です。事業再構築とか新陳代謝は待ったなしだということが

2018年度の水準を見ても分かる中で、事業継続支援が今回過度にならないように、投資促進に

シフトしていくべきということを忘れてはいけないと思います。 

 ２つ目が、労働移動の円滑化です。これも今までの職業を何とか続けるということばかりを

主眼に置いていると、生産性の高い事業や産業に人が動かないということになりますから、基

礎資料の18ページにあるように、雇用調整助成金制度は、労働力を使われないほうがいいとか、

休むほうがいいということはないと思いますけれども、結果として出向に行くよりも休んでい

るほうが補助が出るという仕組みは見直す必要があるのではないかと思っています。 

 三番目、サプライチェーンについては、基礎資料の19ページを見ていただきますと、この話
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は3.11、東日本大震災のときに十分経験しました。私たちはそれから一体何をしてきたのだろ

うかという反省と危機感を持たざるを得ません。上から３つ、４つ並んでいるものは、全て当

時痛みを感じて、何とかしなくてはといったものでありました。 

 最後、働き方です。東京商工リサーチの調査によりますと、企業が今回のコロナでテレワー

クを導入しない、または取りやめた理由の85％が、業務がリモートワークに適していないから

となっているのです。ですが、なぜ適していないかについては全く理由が深掘りされていませ

ん。 

 一方で、日本生産性本部が調査すると、テレワークを経験した７割が、テレワークをぜひ継

続したいと言っているのです。このギャップをどう埋めるかということは大きな課題だと思っ

ています。 

 最後、エッセンシャルワーカーですけれども、今回新しい働き方をどうやっても導入できな

い方々なのです。しかし、社会に不可欠な方々。この人たちに感謝を示すということもぜひ必

要で、何かキャンペーンを打てないかなと思っています。 

 まだございますけれども、時間の関係がございますので、後ほどまた時間があれば話したい

と思います。 

 以上です。 

 

○西村経済再生担当大臣  

ありがとうございます。 

 今月はテレワーク月間でありますので、中小企業の皆さんにも我々の支援策も含めてご説明、

お願いしているところであります。 

 それでは、三村さん、お願いします。 

 

○三村氏  

まず、コロナ禍を踏まえた事業の再構築についてでありますけれども、政府の支援策につい

て、これまでの緊急対応から事業再構築に取り組む企業の支援へと移行する必要があるという

方向性はそのとおりだと思います。 

 ただし、今はまだ、緊急対応により中小企業に時間を与えることが必要だと思っています。

一つは、経済が回復するまでの時間、もう一つは、意欲ある事業者が商品やサービスの見直し、

ビジネスモデルの転換、あるいはM&Aなどの事業再構築に取り組み、自ら変革するための時間で

あります。同時に、その間、変革に挑む事業者の取組を力強く支援する必要があると思います。 

 本日の基礎資料の６ページを見ると、コロナ禍における事業転換の意欲は大企業よりも中小

企業のほうがずっと大きいわけで、これはまさに私が日頃思っている実感に合うものでありま

す。ここで事業再構築の一つである中小企業におけるM&Aの動向について紹介したいと思います。

配付資料の５をざっと御覧いただきたいと思います。 

 １ページ。統計データ上、中小企業によるM&Aは近年大企業を上回る勢いで伸びていることが

分かります。 

 ２ページ目ですけれども、商工会議所の調査では、M&Aを実施または検討したことがある中小

企業の割合は、全体の15％、中堅企業に限れば４割にも上ります。 

 ４ページ目ですけれども、コロナ禍の下でもこうしたM&Aの意欲は衰えておりません。 
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 ５ページ目が最も興味深いデータです。小規模事業者はM&Aの対象にならないという認識が一

般的かと思いますけれども、実は従業員20名以下の企業を対象としたM&Aが全体の73％を占めて

おります。中小企業におけるM&Aによる事業再構築のポテンシャルは、予想以上に大きいと言え

ます。したがって、中小企業にとってまだまだハードルが高いM&Aに対する支援策を拡充し、こ

の流れを強く後押しする必要があると思います。 

 次に、労働移動の円滑化についてでありますが、当面の雇用の維持を図ると同時に、労働移

動の円滑化を進めるとの方針に賛同いたします。足元では雇用調整助成金の特例措置の延長を

強く望む声が全国から聞かれておりますので、12月末の現行の措置は少なくとも３月末まで延

長していただきたいと思っております。 

 また、労働移動に関しては、失業なき労働移動こそが重要と考えております。雇用吸収力が

ある産業や成長分野へ極力円滑な移動を促すべく、公共職業訓練、ハローワーク、在籍型出向

のあっせんも行う産業雇用安定センターのマッチング機能などを強化、拡充していただきたい

と思います。 

 以上です。よろしくお願いします。 

 

○西村経済再生担当大臣  

時間をお守りいただきまして、ありがとうございます。 

 竹中さん、お願いします。 

 

○竹中氏  

主として、産業再生と労働について発言させていただきます。 

 前々回も申し上げたのですけれども、産業再生の基礎は健全なマクロ経済運営で、これに失

敗するとあとは何をやってもうまくいきません。御承知のように第２四半期マイナス28％の成

長、来週、第３四半期が出ます。しかし、失業率は2.5％から3.0に上がっただけ。倒産件数は

月によっては前年より低い。その意味で、コロナショックによる出血を止める、つまり止血は

個別にはともかく全体としてはかなりの程度成功しているということだと思います。しかし一

方で、失業者とほぼ同数の休業者がいて、倒産の７倍の廃業者がいるという統計があります。

事態は何とか首の皮１枚でつながって、波乱を食い止めているという状況です。 

 ここでまたここ数日、コロナの患者が急増している。結局これは一進一退、政策は状況を見

ながら、ストップ・アンド・ゴーを繰り返さざるを得ないという形になっていると思います。

経済対策の御指示が総理から出たのは、その意味で大変適切であるわけです。 

 しかし、内閣府によりますと、現実に需給ギャップは約50兆円を超えます。この半分が民間

需要の回復で埋まるとしても、相当な財政刺激が必要だという状況になります。どのようにそ

れを使うか。 

 政治家の一部の方が30兆円という言葉を出しているわけですが、この数字から見るとあなが

ち的外れでもないわけです。少なくとも10兆円レベルでの投資になりますと、これはいわゆる

財政の崖をつくってしまいます。つまり、今年度に比べて急激な財政縮小で、経済を悪くして

しまう。これを回避するための１つの方策として、この際、数兆円単位のデジタル基金やグリ

ーン基金を創設するということを私は真剣に検討すべきだと思います。これは運用型ではなく

て、使い切り型の基金です。これを通じて、マクロバランスを考えながら、経済再生と財政再
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建を同時に進めていくことができるわけです。もちろん財政の観点からの抵抗はあると思いま

すけれども、今回このぐらいのことをやらなければ、経済は強くできないのではないでしょう

か。もちろんその際に、いわゆるばらまきにならないように、ルールをつくる。かつての産業

再生機構のような仕組みで、インセンティブや義務づけを明確にするということは当然必要で

す。 

 雇用に関しては、具体的に三点申し上げます。 

 雇用保険特会に一般会計直入の資金を人材育成と労働移動にも使えるように拡充して、雇用

補正で必要予算を手当てすべきであると思います。これをやった経験はかつてあると思います。 

 第二に、第二次安倍内閣発足時と同様の賃上げ税制を復活して、これに関してはペイアズユ

ーゴーのルールの外側でやるということを検討すべきではないのか。 

 第三番目は、国家戦略特区の初期に雇用ガイドラインというものをつくりました。伝統的な

雇用慣行と異なる外資、ベンチャーなどに向けて注意事項などを書いたものでありますけれど

も、恐らくこれはここの皆さんの意見と一致すると思います。それを今の状況に合わせて改定

するということは考えられるのではないかと思います。 

 最後でありますけれども、前回申し上げましたように、競争政策の勉強会を始めたいので、

御協力をお願いしたい。先般、通信事業者28社が総務省に対して、NTTとドコモの合併に対して

いろいろな意見を出しているということも踏まえた対応が必要だと思います。 

 以上です。 

 

○西村経済再生担当大臣  

ありがとうございます。 

 金丸さん、お願いします。 

 

○金丸氏  

ありがとうございます。 

 2017年に登場したインテルのi7のCPUには、14億個のトランジスタが集積されていました。

iPhone12に搭載されるApple A14 Bionicには、118億個のトランジスタが内蔵されています。毎

秒11兆回の演算を可能にしており、機械学習の演算も10倍早く行えるようになりました。我々

は、失われた20年、30年と過去を嘆いてきましたが、これからの変革は、今まで以上に想像で

きないくらいインパクトの大きいものになると思います。じっととどまっているわけにはいき

ません。ですから、コロナ前の経済社会を前提にしたビジネスモデルの現状維持に税金を投入

しても、一時的にはしのげても、質的変革が伴わなければ、投資対効果には限界があると思い

ます。対面中心の販売、営業活動の見直しやニュー・ノーマル時代に求められる商品やサービ

スの創造、ビジネスモデルの転換など技術革新を見据え、変化を先回りした経営戦略の抜本的

な再設計が求められています。 

 サプライチェーンの再構築には、環境に配慮した部材の調達から設計、開発、生産ラインの

全てのプロセスの見直しとともに、データベースの統合、最適化や、企業内や外部取引先との

リアルタイム情報連携などの大きな変革を目的としたDX投資が不可欠です。 

 政府がなすべきことは、未来を見据えたメッセージを発信し、変革に歩み始めるきっかけを

後押ししたり、投資へのインセンティブを設計することや、企業と個人の創意工夫の実現を阻
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害する規制を速やかに緩和し、新しい時代に対応した新しい市場が誕生し、大きく育つことを

支援することです。 

 テレワーク、リモートワークは、住居やシェアオフィスなど場所を選ばない柔軟な働き方が

可能ですが、現在の硬直的な労働法制では時間管理にこだわり過ぎており、労務管理が実態と

合わず、かえって新しいワークスタイルを阻害しています。テレワーク、リモートワークにお

いては、健康管理を前提に、自己申告中心の柔軟な時間管理が必要です。副業・兼業も仕事を

獲得するチャンスを奪うことになるような実態に合わない制度にはするべきではありません。 

 要件が厳しく、利用者を狭めている高度プロフェッショナル制度も含め、この際、新しい働

き方の実現に向けて法制度のバージョンアップが必要だと思います。検討をよろしくお願いい

たします。 

 

○西村経済再生担当大臣  

時間をお守りいただきまして、ありがとうございます。 

 アトキンソンさん、お願いします。 

 

○アトキンソン氏  

事業再構築ですけれども、アフターコロナの需要は、コロナ前にそっくり戻る可能性は、私

は非常に低いと思います。よって、コロナ前の現状維持は不可能でありまして、今の雇用調整

助成金のやり方で見ていても、前の仕組みと復活した後の全く同じ仕組みで橋渡しをしている

だけだという認識を変えるべきだと思います。それによって、全企業をそのまま守るよりは、

ビジネスモデルの変革をして、成長する企業を中心に応援する形に政策を変えていく必要があ

ると思います。特にコロナ前の供給過剰、低生産性の業種、特に安い人材をたくさん使って、

それによって最先端技術を十分に使う必要を感じていない業種に関しましては、とりわけこの

表にあります小売業、宿泊・飲食業、生活関連業、非常に人材が多く集中しているところで生

産性が極めて低いところを中心に、生産性向上を強く意識した業種別の政策が不可欠になると

思います。 

 ちなみに、この３つの業種に関しましては、生産性の高い先進国はこれらの業種の生産性を

高めることに成功している国であることが共通点でありまして、主に欧州の中で、この３つの

業種の政策を十分実行していない国の場合は、生産性が非常に低迷しているという特徴もあり

ます。 

 資料の７ページにありますように、業種・業態の転換を検討する企業の割合を御覧いただき

ますと、全体の中で飲食、小売業、生活関連の３つの業種が一番高いところにありまして、同

じような問題意識が共有されていると思います。ですから、全産業政策をどうするべきかとい

うよりは、特殊な業種でもありますので、この３つを中心に考えるべきだと思います。 

 ちなみに７ページのところで私としてびっくりしているのは、宿泊業の生産性が非常に低い

にもかかわらず、84％の経営者は転換の意向がないということは大変問題でありまして、危惧

をするところであります。労働移動に関しましては、また後の機会をいただきたいと思います。 

 以上です。 

 

○西村経済再生担当大臣  
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三浦さん、お願いします。 

 

○三浦氏  

二点ございます。 

 第一の点は、コロナからのノーマライゼーションの道筋を立てるということです。日本は感

染の予防と経済の落ち込みを一定のバランスの下でコントロールしてきました。メディアは感

染者数の増減でまた一喜一憂する風潮が出てきておりますが、最も重要なのは医療崩壊を避け

ることであり、重症者数や病床の占有率等は危機的状況にはないということは繰り返し継続的

に発信していくべきと考えております。 

 これまでの政策については、危機を乗り越える上でもちろん評価されるべき一方で、日本の

財政をめぐる状況は引き続き厳しい状況にあります。「ワニの口」を閉めていく中長期的な努

力を放棄することはできないと思います。コロナの影響を受けて厳しい業界や事業者が存在す

る一方で、株式市場は30年来の高値圏にありますし、超高級消費財の売れ行きはむしろ好調で

ある等の不均衡も出てきています。 

 コロナ対策の文脈に紐づけますと、雇用調整助成金については、制度融資等のローンに切り

替えていく出口戦略の検討を進めていくべきです。事業継続に意欲を有する事業者については、

おおむね半年間の運転資金を目安に貸し出しが行われてきたのが現場の実態と聞いております。

コロナからの経済回復は残念ながらⅤ字にはなっておりませんので、必要に応じて第２弾、第

３弾の融資には対応する必要があると思いますし、また、投資の観点から言いますと、前回申

し上げたとおり、グリーン投資に関しては10～20兆円規模の投資を行っていく必要がありまし

て、お金の支出を切り分けて検討していくべきだということです。 

 第二の点、生産性についてですが、ウィズコロナ、ポストコロナを踏まえた経済の転換は、

長期にわたって停滞している生産性改善に取り組む好機だろうと考えます。リモートワークや

地方移住に関する政策を議論する際にはしかし、現場のリアル、家族のリアルを意識する必要

があるのではないでしょうか。 

 コロナ対策に伴って休校措置が取られましたが、旅行や飲食などの業界が困難に直面する中

で、そこで提供されてきたサービスなどの負担の多くは家庭内の女性が担っております。そし

て、生産性改善の意味においては、日本の労働者の４割は非正規であり、その７割は女性です。

この約３割の労働者の生産性が長期低迷していることが生産性の改善を妨げています。安倍政

権下で推進された女性活躍については、女性の労働参加を高める上では高い効果がございまし

た。これまでの女性活躍が労働投入を増やすということに力点が置かれているとするならば、

菅内閣では女性労働者の生産性を上げることに力点を移していくことが重要だと考えます。 

 そのためには、キャリア女性にとって使い勝手のよい柔軟な施策が重要です。幼児教育の無

償化など制度面では、実際には諸外国対比、遜色のないところと近づいてきています。もちろ

んフランスなどの超先進的事例を考えると、日本は不足と思われるかもしれませんけれども、

各国対比で制度を検討したところ、実はそこまで低い支援というわけではない。他方で、政策

の浸透や使い勝手にはまだまだ改善点があります。私も小学３年生の娘がおりますけれども、

コロナを機に、企業主導型ベビーシッター利用者支援事業というものを利用させていただくこ

とにしました。政府が休校期間中に増額支援を決定したおかげで、休校中も現場から離れずに

済んだ女医さんや看護師さんがたくさんおられるでしょう。実はベビーシッター補助制度が、
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日本が医療崩壊を免れた大きな柱でもあったわけです。 

 ここにチケットを持ってきているのですが、現状では１日１枚使えます。増額支援のときに

は１日数枚、書き込むわけですけれども、１枚につき名前や印鑑を含めて９個の判子、手動記

入が11か所もあるのです。ちょっと時代錯誤だと思いますので、河野大臣にも頑張っていただ

かなければいけないテーマなのではないでしょうか。 

 キャリア女性からしますと、保育園に加えて、安心して使えるベビーシッターさんをはじめ

とする柔軟なサービスが不可欠です。中小企業では年間800万円までの交際費が認められており

ますが、飲みニケーションだけでなく、女性が仕事をする上で保育費、ベビーシッター代は不

可欠な経費ですから、法人としては幅広く経費算入が認められるべきです。また、個人として

も、各国の事例を参考に、広義の保育にかかった経費について、所得控除や税額控除を大胆に

認めていくべきだと思います。 

 以上です。 

 

○西村経済再生担当大臣  

それでは、閣僚からいただきます。まずは梶山大臣からいただきます。 

 

○梶山経済産業大臣  

新型コロナウイルスの感染状況につきましては、予断を許さない状況にあります。年末や年

度末の中小企業資金繰りなどを含めて、対策に万全を期してまいりたいと考えております。 

 他方で、これまでの緊急事態時対応の政策に限らず、これからは新たな日常に向けて事業の

再構築や産業構造の転換の円滑化にも重点を置いていく必要があると考えております。ビジネ

スモデルを変革するデジタル化、グリーン社会への転換、健康医療分野の新たなニーズの拡大、

サプライチェーンの再構築をはじめとするレジリエンスの強化を柱に据えつつ、これを先取り

し、長期視点に立った日本企業の変革を全力で後押ししてまいりたいと考えております。 

 新たな経済対策においても、地域の中小企業の経営転換支援や2050年カーボンニュートラル

実現の鍵となる革新的なイノベーションについての研究開発基金の創設などを検討していると

ころでありますが、経済産業省として成長戦略の取りまとめに貢献をしてまいりたいと考えて

おります。 

 

○西村経済再生担当大臣  

私から一言だけ。 

 感染状況は増えておりますけれども、先ほどもありましたとおり、重症者はかなり抑えられ

てきています。ただ、この水準がずっと続くと、２週間、３週間遅れて重症者が増えるという

ことはありますので、水準も抑えていかなければいけないということで、かなり強い措置を都

道府県と連携して取っていきたいと思っています。 

 そうした中で、新たな日常に向けて、いろいろな新しい産業も生まれてきております。IT関

係、オンライン関係は皆さん御存じのとおりです。シェアリングエコノミーも含めて、こうい

ったところをもっと育てていかなければいけないと思いますし、円滑な労働移動ができるよう

に、仕組みをつくっていかなければいけないと思っております。 

 先ほど来、雇調金の延長の話と、その先を見据えた移動の話と、有識者から話が出ましたの
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で、そういった点も含めて、田村大臣からお願いします。 

 

○田村厚生労働大臣  

委員会でございましたので、遅れまして申し訳ございませんでした。 

 新型コロナの影響を踏まえた産業政策と、雇用を守り、経済活動の回復や進展が期待される

分野で労働者が働けるよう支援する雇用政策が、車の両輪となり実施されることが必要だと考

えております。 

 足元の雇用情勢に厳しさが見られる中で、三村委員や國部委員からお話のあったこれまでの

雇用調整助成金等による事業主の雇用維持への支援に加え、社会経済活動を再開していく中で、

労働需給の変化を的確に捉えた在籍出向や、事業転換に対応できるような人材育成への支援な

どに取り組み、櫻田委員や三村委員の提起にも応えてまいりたいと考えております。特に産業

雇用安定センターの機能をしっかり拡充してまいりたいと考えております。 

 ウィズコロナ、ポストコロナの新しい生活様式に対応した働き方として、時間や場所を有効

に活用できる良質なテレワークの定着、加速を図ることが重要と考えております。総理の御指

示を踏まえ、テレワーク検討会において年内に一定の取りまとめを行っていただき、それを踏

まえ、ガイドラインの改定を含め可能なものから速やかに対応してまいりたいと考えておりま

す。 

 また、南場委員から言及がございました副業・兼業については、本年９月に労働時間管理や

健康管理についてガイドラインを改定するとともに、複数就業者のセーフティーネット整備を

図る改正労災保険法を施行いたしました。改定後の副業・兼業ガイドラインの分かりやすいパ

ンフレットや労働時間の申告に活用できる様式について、IT分野以外の企業に対しても丁寧に

周知を進めてまいります。また、企業型確定拠出年金について、加入可能年齢の引上げや個人

型DCとの併用などの充実も図ってまいります。 

 國部委員や金丸委員から御指南あった裁量労働制など、労働時間法制の取扱いについて、現

在、現状把握のための調査に取り組んでおり、しっかり検討してまいりたいと考えております。 

 櫻田委員からお話のあったエッセンシャルワーカーの支援も努めてまいりたいと考えており

ます。 

 竹中委員からお話のあった雇用指針については、私が前回大臣であったときに策定したもの

でございまして、しっかりと周知を図ってまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

○西村経済再生担当大臣  

官房長官、よろしいですか。 

 それでは、今の閣僚の発言も含めて、あるいはほかの有識者の発言も含めて、発言されたい

方。 

 では、アトキンソンさん。 

 

○アトキンソン氏  

労働移動に関してなのですけれども、確かに日本の労働市場は流動性が低いのです。しかし、

低いのは大企業でありまして、中小企業は８割が中途採用になっていますので、大企業の常識
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と中小企業の常識は違うということを認識する必要があります。大企業部分の流動性を高める

ことによって、諸外国の分析によりますと生産性向上に貢献することは確認されていますので、

重要な政策であることは間違いありません。その中で、特にルール化が必要でありまして、そ

れがないとただ単に解雇規制などを緩和することは非常に危険なことだと思います。 

 世界的に大企業に働く労働者の割合が非常に高くなっていますので、日本もこの20年間の間

に、大企業、中堅企業に労働力が移動していることは確認されています。中小企業白書で確認

することができます。 

 特に中小企業白書2020年はすばらしいものではありますけれども、特に大企業から中小企業

への動きは非常に少なくて、全体の転職の移動の中で12％強しかありません。私はこのことに

関しては、期待はしません。 

 女性活躍、有給休暇の取得、IT・最先端技術の普及率等々に一定の規模が必要であるという

ことは経済原則であります。働き方改革等々に関しましては、今の日本の現状で見ると、中小

企業の中で小さくなればなるほど普及率が非常に低くなる。それは一定の規模がないと普及が

できません。進まないということが原因になっています。補助金を出すことによって、最先端

技術等々、働き方改革を普及させることは理屈の上ではそのとおりかもしれませんけれども、

規模の拡大がないままで補助金を出したからといって、普及率が上がっていくとは到底思えな

いのです。そのセットとして、規模拡大政策を導入しながら、最先端技術、グリーンエコノミ

ー等々を実行する必要があります。 

 以上です。 

 

○西村経済再生担当大臣  

ありがとうございます。 

 それでは、櫻田さん、お願いします。 

 

○櫻田氏  

ありがとうございます。 

 先ほど最後にと思ったところなのですけれども、基礎資料の21ページが結構面白いなと思っ

ていて、地方における都内企業の就労意向ということで、転職を伴う場合も伴わない場合も、

地方において働き方を変えていきたいと希望する人が６割いるということは大変画期的なこと

なのですが、一方で、くどいようですけれども、先ほど申し上げた東京商工リサーチの調査で

は、85％の企業が一旦リモートワーク、テレワークを導入したけれども、今はやめている。ど

うしてかと聞くと、適していないからと答えるのです。 

 先ほど田村大臣から、年度末に向けて、テレワークの推進に向けたいろいろな支援策や基準

を考えていきたいということなのですが、まずその前にぜひ担当省庁におかれて、どうしてな

のかと。それをもうちょっと深掘りしていかないと、真実はミクロにしかないと思うので、こ

れだけお願いしたいなということと、生産性向上にはイノベーション云々言われますけれども、

最大のエンジンは働き方改革だと私は思っています。私のグループの海外子会社の中には、い

まだに100％テレワークで業績が上がっているところもあるのです。なぜかと聞いても、それは

つまりこのファクトをしっかりと意識することが大事なので、ぜひここはこだわって見ていき

たいと思っていますので、よろしくお願いします。 
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○西村経済再生担当大臣  

國部さん、どうぞ。 

 

○國部氏  

ありがとうございます。 

 先ほど田村大臣が言われたことに関して、テレワークに際しての労務管理について、少し申

し上げたいと思います。 

 今、テレワークに際しての労務管理に関するガイドラインは、テレワーク時の時間外、休日、

深夜労働の原則禁止を例示しています。私が冒頭申し上げた、今回のキーである時間や場所の

制約を受けない多様で柔軟な働き方を後押しするものとはなかなか言いにくいのではないかと

思います。 

 多様で柔軟な働き方を実現する観点から、ガイドラインについては三点、見直してはどうか

と思います。 

 一つは、自己申告による労働時間の把握を許容するということです。これは海外でもこうい

うやり方があると聞いております。 

 二つ目は、健康状態の確認や業務の進捗状況の把握など、労務管理全般を視野に入れた記載

を追記する。 

 三つ目、最後ですが、従業員の家庭環境等に応じた働き方、例えば子供が小さい親がいて、

子供を寝かしつけた後に仕事をしたい等々のニーズです。これを許容するべく、時間外、休日、

深夜労働の原則禁止という記述を削除してはどうかと思いますので、コメントさせていただき

ました。 

 

○西村経済再生担当大臣  

南場さん、お願いします。 

 

○南場氏  

人材の流動性について、大企業こそ変わらなければいけないというアトキンソンさんの指摘

に賛成です。 

 また、日本の大企業の競争力の足かせとなっている別の問題として、企業の雇用保障責任や

解雇法制の在り方というものがありまして、この議論も避けて通れないなと感じております。 

 例えば、職務や事業の廃止に伴う雇用の終了といったことに対しては規制を緩和することも

検討して良いのではないでしょうか。大企業もイノベーション、イノベーションと言われるの

ですけれども、イノベーションは新領域への挑戦ですので、いかに他社とコラボレートしよう

とも、社内に新しい人材が必要となります。ただ、現行制度だと怖くて正社員が雇えないとい

う経験をしている企業は多いのではないかと思います。 

 最後に、流動性の話をするときに、労働法制は厚労省、産業人材の流動化は経産省、リカレ

ント教育は文科省など、政策を所管する官庁が複数存在していまして、これをまとめ上げる司

令塔というか、施策の立案から効果の検証まで継続的に実施し、結果に責任を負う主体が不在

であると痛感しております。その省庁横断的な責任ある組織の設置が求められると感じており
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ます。 

 以上です。 

 

○西村経済再生担当大臣  

三村さん、どうぞ。 

 

○三村氏  

ありがとうございます。 

 Go Toトラベルキャンペーンについて一言申し上げたいと思っております。 

 コロナで最も激しく打たれた産業に対して、ピンポイントで支援する政策として、私は非常

に意味があると思います。ただ、効果の出方がやや高級旅館のほうに偏っていて、中小旅館の

ほうにはあまり及んでいないという、業界内の二極化が生じているということに対して、何と

かしたいなと思っています。 

いわゆる有名観光地ではない地域の中小規模のホテル、旅館も、主にビジネス客用途として、

コロナ禍からの回復後の地域には必要な存在だと思っております。個人消費の側面を考えても、

より幅広い所得層の観光消費を促す工夫が、経済全体のためにも必要なはずです。 

だから、まずGo Toキャンペーンをコロナの収束が見込まれるまで延長していただきたいのです

けれども、さらに地域別の予算割当を行ったり、現行の定率割引制を残しつつ、例えば１人１

日5,000円程度の定額補助制を導入したりして、政策の効果をさらに広範囲にわたらせる工夫を

していただければと思っております。 

 

○西村経済再生担当大臣  

お二人、竹中さん、金丸さんの順で。 

 

○竹中氏  

ありがとうございます。 

 何人かの方がおっしゃったように、労働市場の改革というのは産業再生のコアになると思い

ます。それで皆さん大変御苦労なさって、２年前に労働基準法の改正を70年ぶりにおやりにな

って、それはそれで一定の成果はありましたけれども、そこが労働時間に合わせて賃金を払わ

ざるを得ない。そうすると大体このような問題が出てくるわけですから、アウトカムに基づい

て、それをどのように制度化していくかということは、かなり踏み込んで今回やらなければい

けないのではないかと思います。 

 それと全体のことですけれども、私は今、政権の運営は大変だと思うのです。皆さんおっし

ゃったように、経済は相当弱っていますから、それを助けるリアクティブな政策が絶対に必要

なのです。雇用調整助成金を続けてくれという声は当然理解できます。でも、同時にすごくデ

ジタルトランスフォーメーションが進む中で、プロアクティブなことをやらなければいけない。

それを両方、物すごい速さでやって、しかも経済がこれだけ需給ギャップの中で、大きな政策

をやらなければいけない。今までのような、目の前の考えられることをやっていくというスケ

ールではどうも済まないのではないかと思うのです。それであえて先ほど反対議論をする人が

たくさんいるのは承知の上で、思い切った基金をつくって、そこである程度のストップ・アン
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ド・ゴーができるような形で、しかもそれをかなりの規模でやらないと、今、経済がもし悪く

なったら、半年後に失業が絶対に増えますので、今回まだ今予算編成ですけれども、一回予算

が編成されると、国会が終わるまで半年ぐらい対応できないわけですから、この時期に今、申

し上げたようなことを、かなり深く議論する必要があるのではないかと考えております。 

 

○西村経済再生担当大臣  

ありがとうございます。 

 金丸さん、どうぞ。 

 

○金丸氏  

私はこの中で数少ない技術系ということで、冒頭は技術革新の状況を分かりやすくというこ

とで、別にAppleの宣伝マンではないのですけれども、このたびのiPhone12に内蔵されるCPUの

数を申し上げたのですが、私自身も、ついこの間までは10億個を超えたと大騒ぎをしていたの

ですけれども、この３年の間にそれが118億個になりまして、今度、新しいものは160億個、私

が四十数年前にパソコンの設計開発のリーダーをやっていたときの16ビットパソコンのCPUの

数が３万個入って大騒ぎをしていたのです。ということは、我々のすぐそばに可能性のあるツ

ールはあるのですけれども、この可能性を生かせるかどうかというのが使う人たちあるいは社

会全体の知恵だと思うのです。 

 失われた20年、30年は、我々はDX分野の技術革新について、いつも享受が遅れてきたので、

別に我々が起こさなくても、他国の若い人たちがリスクを取って起こしてくれた技術革新です

から、使えばいいのですけれども、使えていないという危機感を私は持っています。 

 このiPhoneのCPUはアーム社というイギリスの会社がデザインを行っていて、ソフトバンクの

孫さんが買収していたので、これは我々にとってグッドニュースだと思っていたら、先般お売

りになって、今度、買ったのはエヌビディアという会社なのです。すごくもったいないと思っ

ていて、本来ならば違った意味で孫さんを支援していれば、我々の国内にあった知財ではない

かなと思っているのです。 

 何が言いたいかというと、私は一応、提案したいのですが、今日御紹介したような技術のエ

レメント以外もキーファクターの技術があるものですから、それをこの場に集結して、一度見

てもらって、触ってもらって、今日いらっしゃる人たちが実感を持っていただいたら、イマジ

ネーションは変わるのではないかと思っていまして、それはぜひ経産省の御協力あるいは科技

庁などの御協力も得て、エヌビディアのGPUはどのような形をしていて、どれぐらいの重さで、

これが幾らぐらいの価格で、誰がつくっていて、その中に使われている部材はどんなものか。

今度のiPhoneやiPadというのは全部再生部材でできているというのが売りなので、そうすると、

カーボンニュートラルと我々は掲げているわけですけれども、そういう意味で、全体がもっと

デザインがつながっていくのではないかということを御提案申し上げたいと思います。 

 

○西村経済再生担当大臣  

ここまでのところで、閣僚からいただきたいと思います。 

 まず田村大臣。 
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○田村厚生労働大臣 

 途中から参加して、全体の流れがよく分かってないわけでありまして、大変申し訳ないわけ

でありますけれども、日本がテレワークをやったけれども、これ以上あまり使いたくないかと

いうのはなぜかというのは、一度詳細を調べてみなければいけないと思います。 

 テレワークも、御自宅でやるようなテレワークもあれば、サテライトオフィスやレンタルオ

フィスなどいろいろな形があると思います。まちづくりそのものになってくると思いますので、

そのような観点まで含めて一度検討してみる必要があるのかなと思いますので、調査をやって

みたいと思います。 

 環境という意味からすると、テレワークはもちろん自己申告でどう労働時間を把握するかだ

とか、健康管理まで含めてだとかというのはあるわけでありますが、なかなか難しいのは、深

夜労働、休日労働というのをどう見るかというのは労働法制の根幹にあるわけでありまして、

ここはいつも竹中先生からもお叱りをいただくところなのですけれども、なかなかハードルが

高い。これは御承知のとおり３者構成でやっておる非常に厳しいとりでみたいなところがござ

いますので、そことの議論になってくると思いますけれども、御提案としてお受けさせていた

だきながら、検討してみたいと思います。 

 労働移動の司令塔というのは、厚労省が言う話ではないので、関係省庁と話をさせていただ

きながら、どういうことをやれば、司令塔機能の中で労働移動が進んでいくのかということは

検討させていただきたいと思います。 

 雇調金を残しながらプロアクティブな基金というのは、前段を聞いていなかったので、また

後ほど聞かせていただきながら、我が省が何か検討できるものがあるかどうか、いろいろと考

えさせていただきたいと思います。 

 大体以上です。金丸先生にはいつもお世話になっておりまして、ありがとうございます。 

 

○西村経済再生担当大臣  

梶山大臣。 

 

○梶山経済産業大臣  

テレワークの話もありましたけれども、補助金で導入の支援をするだけではなくて、人材と

いうことで、これは仕事の分析や市場の分析というものも必要になって、これができるかどう

かということも含めて、中小企業で対応できるようにということで、そういう支援も始まって

おりますので、それらを徹底して周知をしていきたいと思っております。 

 あと、基金に関してお話がありましたけれども、今回の予算要求の中で大きな基金を要求し

ようということ。竹中先生との規模の違いがあるかもしれませんけれども、今までにない長期

間での基金という形でこういうカーボンニュートラルへの技術開発の支援をしていこうという

ことでやっておりますし、企業の実用化の視点でも、そういったものをしっかり対応して、で

きるようにしてまいりたいと思っています。 

 

○西村経済再生担当大臣  

私から。 

 Go Toキャンペーンのお話がございまして、これも非常に成果を上げておりますし、さらに期
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待感も強いことをよく聞いております。実際、Go Toトラベルで使われている平均は１万円ちょ

っとくらいで、私のところにもいろいろなデータが来ていますけれども、大企業や大きな高級

店ばかりではなくて、割と中小も使われている部分は実態上はあるようですが、ただ、感染防

止との関連で、分散型の旅行をすることも含めて、地域で使われている実情も、現在、整理を

しておりますので、そういったものを踏まえて今後どうしていくか、しっかり考えていきたい

と思います。 

 それから、菅総理からは、経済対策をまとめる上で、三つの柱で、一つ目がコロナをしっか

り抑えるようにと。二つ目がまさに新しい時代に向けた事業再構築、それがデジタル化、グリ

ーン化、そして生産性を上げていくということ。三つ目が国土強靭化、防災・減災ということ

で、二つ目のところで、まさに先ほど梶山大臣からもありましたけれども、特にデジタルとグ

リーンのところを思い切った、将来に生きるような必要な規模のものを考えていきたいと思い

ますので、しっかり議論していきます。 

 

○竹中氏  

一点だけ。基金はぜひ実現していただきたいのですけれども、運用型の基金と使い切り型の

基金ではマクロ的な意味が大分違いますので、財政の制約はよく承知の上でですけれども、ぜ

ひそこは御検討いただきたいと思います。 

 

○西村経済再生担当大臣  

いろいろ知恵を出そうと思っております。 

 

○アトキンソン氏  

一つ言い忘れましたけれども、先ほどの働き方改革等々の話なのですが、大企業と中堅企業

の割合が低いから、日本の働き方改革が進まないということは事実として認識する必要がある

と思います。アメリカの場合は500人以上の企業に働いている労働力の割合が53％、日本は20％

強。だからこそ日本の働き方が海外と違うということを認識する必要があります。 

 もう一つありますけれども、今、竹中先生がおっしゃったように、基金のサイズなのですけ

れども、６ページと８ページにあるこの２つを分析していきますと、業種業態の転換を検討す

る企業とそれに必要な費用ということを併せて分析しますと、21兆円ぐらいが必要になるとい

うことになりますので、御参考までにと思います。 

 

○西村経済再生担当大臣  

ありがとうございます。 

 まだまだ議論が尽きないところですけれども、予定しておりました時間が来ましたので、最

後に官房長官から締めくくりの御発言をいただきたいと思います。今日の論点、問題提起をい

ただいておりますので、しっかり整理して、対応していきたいと思います。 

 それでは、プレスを入れてください。 

 

（報道関係者入室） 
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○西村経済再生担当大臣  

それでは、官房長官、お願いいたします。 

 

○加藤官房長官  

本日はウィズコロナ、ポストコロナの世界に向けて、事業再構築や労働移動の問題、さらに

はサプライチェーンや新しい働き方の課題についても議論をいただきました。 

 新型コロナウイルスの感染状況については、最大限の警戒をもって対処する必要があります。

感染拡大の地域の状況や企業業績の状況に応じて、事業者や労働者に対して柔軟な支援を行っ

てまいりたいと思います。 

 同時に、ポストコロナ時代において、デジタル化やカーボンニュートラルの実現など、従来

のビジネスモデルの変革に取り組む事業者に対し、政府としても事業再構築に向けた支援を行

ってまいります。 

 労働者については、感染拡大の地域の状況や企業業績の状況に応じて、失業防止のために雇

用の維持を図りつつ、他方で、労働移動の円滑化の支援を強化してまいります。短時間労働者

を含む離職者に対し、トライアル雇用の支援やキャリアアップの助成、在職出向の環境整備、

職業訓練の強化などを図ってまいります。 

 サプライチェーンの強靭化については、海外依存度と特定国への依存度が高い重要な製品に

ついて、生産拠点の見直しへの支援を図ります。 

 経営者の皆さんには、部品などの共通化、標準化や業務の標準化、効率化を進めていただき

たいと思います。 

 ウィズコロナの時代を通じて、新しい働き方が広がっています。テレワークに対応した就業

ルールの明確化やフリーランスの方が安心して働けるルールの整備などを進めてまいります。 

 本日いただいた御意見も含めて、今後の中間的な取りまとめに反映していきたいと思ってお

ります。 

 本日はありがとうございました。 

 

○西村経済再生担当大臣  

それでは、プレスの皆さんは御退室をお願いします。 

 

（報道関係者退室） 

 

○西村経済再生担当大臣  

ありがとうございました。 

 次回の開催は、事務局から調整させていただきます。 

 本日の会議の概要は、私からこの後、記者説明を行いたいと思います。 

 また、御自身の発言内容については対外的にお話しいただいて結構ですけれども、他の方の

発言についてはお控えいただければと思います。 

 以上をもちまして本日の会議を終了します。ありがとうございました。 


